






















カナダのカルガリー大学のL. R. SheehanとJ.R. Brent Ritchieは，論文「観光地ステークホルダー
















観光地および観光地経営組織（destination management organization: 以下，DMOと略記）は組織体
であり，企業と同じく，ステークホルダーの存在とその動向が観光地やDMOの存続に大きな影














































































の「株主と利害関係者――企業統治の新たな見方」（Stockholders and stakeholders: A new perspective 
on corporate governance）である。彼らによれば，「ステークホルダーという考え方は，見かけと
異なり実にシンプルである。それは，株主に加えて，企業が責任を果たすべきその他のグループ，














































































かの先行研究を紹介する4）。例えば，Bonham, C. and Mark, J., Private versus public financing of 
state destination promotion（Journal of Travel Research, vol.35, no.2, 1996）という研究では5），観光地
の宣伝・広告活動は観光地の中の多くの活動主体が便益を受けるため特定の組織にその費用を負
担させるのが難しい，いわゆる「公共財」（public good）の特性を有することから，公的資金の提
供が必要になると主張された。さらにSheehan and Ritchie自身の過去の研究Sheehan, L.R. and 






 4） 　Sheehan and Ritchie （2005）がレビューした先行研究の中で，筆者が実際に入手し目を通したものは，本















ルダー（secondary stakeholder）とを区分しようとしたWheeler, M., Tourism marketers in local 



























は，販促分配金（promotional participant; 56.0%），会費（membership dues; 47.3%），広告料（advertising; 
38.5%）であった。逆により重要性の低い財源は，イベント主催料（event hosting; 19.8%），各州8）








ステークホルダー 最重要 合計 パーセントa＃１ ＃２ ＃３
ホテル/ホテル協会 29 20 8 57 62.6
市/地方の政府 35 12 8 55 60.4
地域の政府 12 6 9 27 29.7
観光施設/観光施設協会 1 9 8 18 19.8
州の観光局 4 9 5 18 19.8
会員 9 2 11 12.1
取締役会/諮問委員会 5 3 2 10 11.0
コンベンションセンター /宴会施設 5 3 8 8.8
地域社会/市民/住民 2 1 2 5 5.5
レストラン/レストラン協会 2 3 5 5.5
商工会議所 2 2 4 4.4
大学/単科大学 1 3 4 4.4
地方経済開発局 1 2 3 3.3
スポンサー 1 1 1 3 3.3
航空会社 1 1 2 2.2
連邦政府 1 1 2 2.2
ホスピタリティ産業 2 2 2.2
メディア 2 2 2.2
公共施設 2 2 2.2
地域のコンベンション事務局 1 1 2 2.2
旅行者 1 1 2 2.2
広告代理店 1 1 1.1
芸術/芸術協会 1 1 1.1
観光地経営会社 1 1 1.1
会議のプランナー 1 1 1.1
観光産業以外の産業 1 1 1.1
エリア内の観光以外の政策立案者 1 1 1.1
公園管理局 1 1 1.1
レクリエーション施設 1 1 1.1
小売業/小売業協会 1 1 1.1
旅行会社/旅行会社協会 1 1 1.1
ボランティア 1 1 1.1
その他 2 3 5 5.5
合計 91 88 79 258
a  それぞれのステークホルダーの合計を回答数（91）で割って計算された。最も重要な３つステークホルダーの１つとし
て回答者が認識した割合と頻度を表している。
出所）Sheehan and Ritchie （2005）， p.721より翻訳のうえ転載。
977―　　―
観光地ステークホルダー論への一考察
位は「市／地方の政府」（city/local government; 60.4%），３位は「地域9）の政府」（regional/country 
government; 29.7%），４位は「観光施設／その協会」（attraction/attraction association; 19.8%），５位
は「州の観光課」（state/provincial tourism department; 19.8%），６位は「会員」（members; 12.1%），
７位は「取締役会／諮問会議」（board of directors/advisory board; 11.0%），８位は「コンベンショ




















































強く同意 同意 どちらでもない 同意しない 全く同意しない 合計
ホテル 17 12 14 6 7 56
市の政府 27 14 9 2 2 54
地域の政府 11 8 5 2 1 27
州の政府 6 7 1 1 3 18
観光施設 4 5 5 3 17
会員 2 3 2 3 1 11
取締役会 1 4 4 1 10
コンベンションセンター 5 1 1 1 8
住民 2 2 1 5
レストラン 2 1 2 5
大学/単科大学 1 1 1 1 4
商工会議所 1 1 2 4
スポンサー 1 2 3






強く同意 同意 どちらでもない 同意しない 全く同意しない 合計
ホテル 44 10 2 56
市の政府 30 19 3 1 2 55
地域の政府 15 9 3 27
観光施設 13 4 1 18
州の政府 10 8 18
会員 8 1 1 1 11
取締役会 5 3 1 9
コンベンションセンター 5 1 1 1 8
レストラン 3 1 1 5
住民 3 1 4
大学/単科大学 1 3 4
商工会議所 4 4
スポンサー 2 1 3









































11） 　論文の最初の部分ではState/Provincial Tourism Departmentと記されているが，論文の途中から 
State/Provincial Governmentと記されている。































筆者注）この図の基になっているのは，Savage et al. （1991）， p.65に掲載された図２である。




































































































イタリアのG. D’Annunzio大学のA. PresenzaとMolise大学のM. Cipollinaは，「観光地ステーク
ホルダーのネットワーク分析」（Analysing tourism stakeholders networks）という論文の中で，ネッ
トワーク分析を適用して観光地におけるステークホルダー間の繋がりを明らかにした。















（Σj dist（ni, nj））の逆数（Cc=1/Σj dist（ni, nj））と説明される。媒介中心性（Cb）は，結節点のセッ
トの中で，結節点同士（結節点jとk）の最短距離の間に，ある結節点（結節点i）が位置する程度
（Cb=Σj≠k












州政府（provincial government），市の政府（city government），観光局（tourism bureau），観光コンソー
シアム（tourism consortium），地方の観光協会（local tourism association），国の観光協会（national 
tourism association），ツアー催行業者（tour operator），旅行代理店（travel agency），観光サービス
代理店（tourism service agency），その他業者（other operators），研究機関（research institutes）で
ある。他方，回答側のホスピタリティ企業は，ゲストハウス（guest house），ホテル（hotel），農









































ホルダーという見方――観光開発をリードするのは誰か」（Local stakeholder’s views about destination 





























































































































































































































































































































































































































































（cf., Presenza and Cipollina, 2010; 



















確かにSheehan and Ritchie （2005）の中でも，多くのステークホルダーとの関係を調整する
ために，正しい分析に基づくステークホルダーへの優先づけの必要性を指摘する言説がみられた。
しかし，観光地間の競争が激化する中，自らの観光地に観光客を呼び込み，観光地として永く生
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